
                          日本のデジタ ル化の現状に関する 次の記述のう ち妥当なのはど れか。

１ ． 光フ ァ イ バの整備率（ 世帯カバー率） 及び  ５  G 通信のサービス エリ アを 示す全国

の人口カバー率はと も に ９０ ％を 超えており ， デジタ ルイ ン フ ラ の整備が進んで

いる 。 ま た， 個人の年齢階層別にイ ン タ ーネッ ト 利用率を 見る と ， ６ ～ １２ 歳か

ら  ８０ 歳以上ま での全ての階層で ９０ ％を超えている 。

２ ． デジタ ル社会実現の司令塔と し てデジタ ル庁が発足し た。 デジタ ル庁は， 各種の

行政手続のオンラ イ ン化を 推進し ており ， ま た， オンラ イ ンによ る 選挙の投票に

ついて ２０２３ 年度中に実現する こ と を 目標と し て掲げている 。

３ ． 政府はデジタ ル社会に不可欠なマイ ナンバーカード の普及を 進めており ， 健康保

険証をマイ ナンバーカード と 一体化し た形に切り 替える 方針を示し た。 し かし ，

マイ ナンバーカード の全国の交付枚数率は ２０２３ 年３ 月時点で ５０ ％に満たない。

４ ． 日本においてク レ ジッ ト カード やコ ード 決済などを使ったキャ ッ シュ レ ス 決済比

率は， 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の流行も 影響し ， 上昇し ている 。 し かし ， アメ

リ カや韓国などに比べる と 低い水準にある 。

５ ． デジタ ル・ ト ラ ンス フ ォ ーメ ーショ ン （ DX） に関する 取組を 進めている 企業の

割合は， 日本の方がアメ リ カよ り も 高い。 DX を進める 上で日本企業においては，

デジタ ル人材は十分に確保さ れている が， 資金不足が最大の障壁と なっている 。

（正答　４）



                      　２０２２  年２ 月に始ま っ たロ シアによ る ウ ク ラ イ ナ侵攻と その影響に関する 次

の記述ア～オのう ちには妥当なも のが二つある 。 それら はど れか。

ア． ロ シアがウ ク ラ イ ナに侵攻を 開始する と ， NATO はウ ク ラ イ ナへの支持を表明し ，

ウ ク ラ イ ナ軍への軍事訓練や武器供与を 行っ た。 侵攻の長期化を 受けて，２０２２ 年

後半には NATO はウ ク ラ イ ナ国内へ戦闘部隊を大規模に派遣する こ と を表明し た。

イ ． 北欧のス ウ ェ ーデンと フィ ンラ ンド は， ロ シアによ る ウ ク ラ イ ナ侵攻を機に， 長年

保ってき た軍事的非同盟の政策を転換し ， NATO に加盟申請し た。

ウ ． ロ シアと ウ ク ラ イ ナはと も に世界有数の小麦輸出国であったが， ロ シアによ る ウ ク

ラ イ ナ侵攻が始ま ってから 両国から の小麦の輸出が激減し ， こ れが世界的な食料不

足と 食料価格高騰の一因と なった。

エ． EU はロ シアへの経済制裁と し て，２０２２ 年後半から はロ シア産天然ガス の輸入を 全

面的に停止し た。 こ れを 受けてロ シアは， EU に対し て天然ガス の輸入を 再開する

よ う に求めた。

オ． 日本は， ウ ク ラ イ ナから の避難民の受入れに当たっては， 日本に親族や知人がいる

人だけを対象と し ている 。 ロ シアによ る ウ ク ラ イ ナ侵攻が始ま ってから 日本が受け

入れたウ ク ラ イ ナ避難民は，２０２２ 年末ま での累計で １００ 人程度である 。

１ ． ア， ウ

２ ． ア， オ

３ ． イ ， ウ

４ ． イ ， エ

５ ． エ， オ

（正答　３）
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